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はじめに
　現行の中国海商法は、1992年に全国人民代表大会常務委員会第28回会議で
































































































「決定」の 4 種類がある（ 6 条 1 項）。「解釈」とは、裁判実務において、特
定の法律の具体的な適用問題、または特定の類型の事件や問題における法律
の具体的な適用問題につき解釈を示すものをいう。「規定」とは、裁判業務
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る。

































ても同条約 2 条 1 項に依拠して制限債権を列挙しているが（207条）、難破物
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　①責任の内容（ 2 条・ 3 条）　　2009年規定 2 条は、船荷証券と引換えで
なく運送品を引き渡したことにより船荷証券上の権利が侵害された証券所持
人は、運送人に対して民事責任を追及できることを確認している。続く 3 条






。次いで、 3 条 2 項は、これらの「民事上
の責任」について原則として海商法の規定を適用するとしているので、不法
行為責任が問題となる場合にも海商法の規定が適用されるものと解される。











































































































































































































































































に適用されるものであるが、その第 4 章「民事法律行為および代理」（第 1
節「民事法律行為」）、第 5 章「民事権利」（第 2 節「債権」）、および第 6 章










おり、同章第 1 節「一般規定」（288条～292条）および第 3 節「物品運送」
（304条～316条）は物品運送契約に適用される。海商法は、原則として外航
運送にも内航運送にも等しく適用されるが、海上物品運送契約に関する第 4
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の海商法が優先して適用され、さらに契約法の運送規定が補充的に適用され



























　不法行為法は、2009年に単行法として制定され、2010年 7 月 1 日から施行
されている。同法は、総則的規定（第 1 章「一般規定」、第 2 章「責任の構
成と責任の方式」、第 3 章「免責および責任軽減事由」、第 4 章「責任主体に
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関する特別規定」）、および各則的規定（特殊な不法行為類型：第 5 章「製造













































































































































































































から、次の 2 つの点を指摘することができるものと思う。第 1 に、1992年の
海商法の制定時に、海商法が民商法の諸法に先行する形で、しかも条約を移
























































（ 3 ）たとえば、「契約法」は、海商法第 4 章「海上物品運送契約」、第 5 章「海上旅
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2 月16日採択・2009年 3 月 5 日実施）、⑤「海事賠償責任制限にかかわる紛争事件
の審理に際する最高人民法院の若干の規定」（2010年 3 月22日採択・2010年 9 月15
日実施）、⑥「船舶油濁損害賠償事件の審理に関する最高人民法院による若干の規
定」（2011年 1 月10日採択・2011年 7 月 1 日実施）、⑦「海上貨物運送代理にかか
わる紛争事件の審理に関する最高人民法院の若干の規定」（2012年 3 月19日採択・
2012年 5 月 1 日実施）、⑧「船舶の差押えおよび競売にかかわる法律の適用に関す







（条約 4 条 2 項）をすでに採用していたとされる（高準来「中国海商法規和実践」




























































































（38）たとえば、上海海事法院が2003年 1 月から 9 月までの 8 か月間に審理した同
種事件の件数は46件に上る（海関総合信息網 http://www.china-customs.com/
















のこの時期においては、「船荷証券は一種の権原証券（document of title）である」 
という学説、およびイギリスの裁判例の影響を受けて、証券所持人が貨物の所有権
を有するものと解され、運送人はその仮渡し・保証渡し行為につき不法行為に基づ































































（55）本稿第 1 章 2 「船舶の衝突と司法解釈」。
（56）総則は、一般規定、契約の成立、効力、履行、変更および譲渡、権利義務の消
滅、債務不履行責任等の内容を規定し、各則は、売買契約、電力・水・ガス・熱エ







（59）内航運送には、「水路貨物運送契約実施細則」（1986年12月 1 日実施・2011年 1
月 8 日改正）、「水路貨物運送規則」（1995年 9 月 1 日実施）、「国内水路貨物運送規





学報第21巻第 3 期（2008）72頁を参照。なお、小口＝田中・前掲書（注 8 ）186頁
においても同様の指摘がなされている。
（61）司・前掲書（注33）68頁を参照。
（62）海商法に定める船舶の衝突に関する規定は、おおむね船舶衝突統一条約 4 条 2
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（85）本稿第 1 章 3 「仮渡し・保証渡しと司法解釈」。
（86）張・前掲（注 6 ）89頁以下。
